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｢総合的な学習の時間」に関する実施状況とその変化

:平成13年度および平成14年度における小・中・高等学校教員の調査から

小林稔戦前原武子＊竹村明子*＊ChristopherAmes…

ChangeandlmplementationCircumstancesof

“ThePeriodforIntegratedStudy:”
：SurveysfromAcademicYears2001and2002amongPrimary

andSecondarySchoolTeachers

ＫＯＢＡＹＡＳＨＩＭｉｎｏｒｕ，ＭＡＥＨＡＲＡＴａｋｅｋｏ，ＴＡＫＥＭＵＲＡＡｋｉｋｑ

ＡＭＥＳＣｈｒｉｓｔｏｐｈｅｒ

キーワード：総合的な学習の時間教員意識学習指導要領完全実施

Abstract

Thisresearchwasconducteddurinｇ２００１ａｎｄ２００２ａｃａｄｅｍｉｃｙｅａｒｓａｎｄｉｎvolveda

totalof5797teachersfromprimaryandsecondaryschoolsinthemainislandofOkinawa

inJapan・Ａｓｕｒｖｅｙｗａｓｅｍｐｌｏｙｅｄｔｏｇｒａｓｐｔｈｅｉｍplementationcircumstancesof，'The

PeriodforlntegratedStudy,''acomprehensivecurriculumrequiredbythecentralgovern-

ment・Thesurveyfocusedonshort-termchangesoveroneyear，comparingresultsofpri‐

maryandsecondaryschoollevels，includingbothjuniorhighschoolsandhighschools、

Ｔｈｅｒｅｓｕｌｔｓｓｈｏｗｅｄｔｈｅａｍｏｕｎｔｏｆｔｉｍｅｄｅｖｏｔｅｄｔｏｔｈｅｃｏｕｒｓｅｏｆｓｔｕｄｙｉｎｅｌementaryand

juniorhighschools,indicatinggeneralcompliancewithrespecttohoursrequired、High

schools，however，averagedbetweenOandlhourperweek，inpartbecausetheywerenot

requiredtocomplycompletelyuntil2003・UsingtheresultsoftheChi-squaretestscon‐

cerningteacherassignments，ｗｅfoundsignificantcorrelationsbetweenstudentacademic

yearandteachers1assignmentcategoriesinprimaryschoolsThepercentageofelemen-

taryschoolsmakingteacherassignmentsanewaspersonsmchargeofMIntegratedStudy,，

increasedinaccordancewithrequirementsforcompleteimplementatiｏｎｏｆ”Integrated

Study・伽Thevariouspatternsofimplementationweresignificantlycorrelatedwithstudent

academicyearinelementaryandjuniorhighschools、Forelementaryandjuniorhigh

*琉球大学教育学部率.北部医師会看護学校非常勤講師…ミシガン大学
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schools，,,meetingtherequiredhoursallatonce,,showedadeclineand，Weeklyscheduled

cl2sses1,increased

Concerning’0whosetsthethemesandsub-themes，,insecondaryschool，students

doingsothemselvesincreasedin2002comparedto2001・Also，withrespecttothelearn-

ingformatsandguidancepatternsaswellasevaluations,inthemajorityofmeasures,the

percentagewashighforbothyearsinprimaryschools・Comparedwithjuniorhigh

schoolsandhighschools，primaryschools，integratedstudyimplementationlevelswere

highlydeveloped・Concerninglearningformatsbothjuniorandseniorhighsexhibited

markedcharacteristics・Withrespecttothestipulatedareasandcontentofstudy，during

bothacademicyears，alargepercentageofjuniorhighschoolschose”self-study.'，

Comparatively，thecontentofhighschoolintegratedstudyclusteredaroundmhealth,'1and

mhumanrightsMandsoforth・ThespecialcharacteristicsofeachschoolIsimplementation

circumstancesemergedbycomparingtheschools・Weinferredthatdifferencesarising

fromtheresultsoftheseimplementationcircumstancesinvolvecontentandguidance

methodsthatconsiderdevelopmentstagesaswellaswhetherthefacultysystemwascom‐

prisedofhomeroomteachers（primaryschool）orteachersofspecializedfields（junior

highschool)．

１．はじめに

周知の通り平成10年および平成11年に告示さ

れた第６次改訂学習指導要領（新学習指導要

領)')2)3)では、総則において新しい教育観お

よび学校観に立ったい総合的な学習の時間

(総合的学習）が示された。小・中学校におい

て総合的学習は平成14年度より完全実施され、

高等学校においては平成15年度より順次導入さ

れている。しかしながら、小・中学校の完全実

施から２年も経たない平成15年12月26日に、総

合的学習が記されている総則の一部が改訂され

た。－部ではあったもののこの時期の改訂は、

学習指導要領の変遷からみてきわめて異例と言

えるだろう。

総合的学習は学習方法や学習形態、評価に至

るまで従来にない多様化の方向性が強く求めら

れていたが、今回の一部改訂からも明らかなよ

うに導入前から「何をもって学習の成立とする

のか｣5)をはじめ多くの問題点が指摘されてき

た。したがって、総合的学習を開始する時点で

教員にとって指導が行いにくい学習活動であっ

たことは否めない。それにも関わらず、これま

で総合的学習を実施するにあたって学校ではど

のような準備がなされてきたのか、あるいは実

施状況がどうであったのかを新学習指導要領の

完全実施前後や校種間を比較して詳細に検討し

た報告はほとんどみられない。

新しい考え方で導入された総合的学習がどの

ように学校現場に根づいていったのかを検証す

ることは、今後、総合的学習を充実して進めて

いく上で重要であり、さらにはこれらの調査を

継続して試みることによって新しいカリキュラ

ムを導入する際の一般的な実施状況を把握する

貴重な資料になると考えられる。

本研究は沖縄県本島における小・中・高等学

校の教員を対象として総合的学習の実施状況に

関するアンケート調査を偏りのないサンプリン

グのもと平成13年度末および平成14年度末に行

い、１年間の短期的な変化を小・中・高等学校

教員間の比較によって明らかにすることを目的

とした。

2．方法

（１）対象と手順

母集団は沖縄県本島における小・中・高

等学校の全教員である。対象の抽出は沖縄
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県教育委員会が発行している学校一覧６１

をもとに沖縄県本島４教育事務所管轄（国

頭、中頭、那覇、島尻）における小・中・

高等学校の教員の比率（国頭地域の小学校

教員を１とした。また、高等学校教員につ

いては全日制普通科の教員を対象とした｡）

に応じ、抽出する目標の教員数を決定し

（小学校教員の目標標本数を1200とした)、

各学校種、各教育事務所管轄において目標

の標本数を越えるまで無作為に学校を抽出

する層別クラスター法にて行った。平成１３

年度調査においては、小学校教員1235名、

中学校教員864名、高等学校教員717名に質

問紙を配布した。（回収率は、小学校41.3

％、中学校36.3％、高等学校41.8％であっ

た｡）また、平成14年度調査では小学校教

員の目標標本数を100名増やしたため小学

校教員1342名、中学校教員971名、高等学

校教員668名に質問紙を配布した。（回収率

は、小学校32.6％、中学校34.0％、高等学

校25.6％であった｡）

平成13年度における調査は、平成14年２

月下旬から同年３月中旬の間に行い、また、

平成14年度調査については平成15年２月下

旬から同年３月中旬の間に実施した。両年

度とも調査用紙は各教育事務所を通して配

布するとともに、対象者である教員に対し

て調査目的および方法を十分に熟読させた

後、無記名自記式質問紙により実施した。

さらに、個人が特定されないように配慮し

た上で、学校ごとにまとめて回収した。よっ

て、本調査は無記名調査のため同一個人に

対応して追跡したものではなく、２時点で

異なる個人に対して行った調査である。

(2)調査内容

①対象校および教員の属性

学校の所在地、性別、年齢、教職経験

年数、勤務校種軒職種の６項目について

質問した。

②実施状況

時間割上の時間数および実質実施時間

数、各学校における指導体制、授業での

指導形態に関しての５項目および学習形

態に関する７項目、時間割編成上の工夫、

総合的学習の内容に関する実施程度を１４

項目、名称および「主として誰が課題設

定を行うか」の33項目について質問した。

時間割上の時間数および実質実施時間数

に関しては、「0時間」「１時間程度」

「２時間程度」「３時間程度」「４時間以

上」の５件法であったが、分析にあたっ

ては「0時間」と「１時間程度」および

「３時間程度」と「４時間以上」をそれ

ぞれ併合し３カテゴリに再カテゴリ化し

た。同様に、指導体制づくり（校務分掌）

では、「既存組織を活用」「既存組織に総

合担当を新設」「委員会等のプロジェク

トチームを編成」「既存組織とプロジェ

クトチーム等編成を併用」「校務分掌中

に総合担当を新設し、さらにプロジェク

トチーム等編成を併用」「その他」「検討

中」の７つの質問項目を設定した。分析

にあたっては「既存組織に総合担当を新

設」「委員会等のプロジェクトチームを

編成」「既存組織とプロジェクトチーム

等編成を併用」「校務分掌中に総合担当

を新設し、さらにプロジェクトチーム等

編成を併用」をまとめて「総合担当を新

設」とするとともに「その他」「検討中」

を併合し「その他」にし、３カテゴリに

分けた。

同様に授業での指導形態に関する５項

目および学習形態に関する７項目につい

ては、「まったくなし」から「かなりあ

る」の４段階評定によって尋ねたが、

｢まったくなし」と「ほとんどなし」を

併合し「実施しなかった｣、「まあまああ

る」と「かなりある」を併合し「実施し

た」と２つのカテゴリに分けた。

総合的学習の内容に関しては、「実施し

ていない」「年間５時間以下」「年間15時

間以下」「年間30時間未満」「年間30時間

以上」の５件法で尋ねたが、「年間５時

間以下」「年間15時間以下」「年間30時間
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未満」「年間30時間以上」をすべて「実

施した」とし、２カテゴリに再カテゴリ

化した。

(3)統計解析

統計解析はSPSSパッケージlLOJfor

Windowsを使用し、欠損値を除いたデー

タを用いた。また、記述統計を求めるとと

もに、分析はすべてx2検定で行った。な

お、統計的有意水準はいずれも５％未満と

した。

時間程度が89.0％、97.6％と最も多かった。独

立性検定の結果、すべての校種において年度と

時間割上の時間数の間に有意な関連性が認めら

れた（小・中学校：ｐ＜0.001、高等学校：ｐ＜

0.01)。

表１分析対象の属性

2001年度2002年度

ｎ％ｎ％

学校所在地

那綱(naha）

中頭(nakagami）

島尻(shimajiri）

国頭(kunigami）

性別

男性

女性

校種

小学校

中学校

高等学校

不明

年齢層

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代

教職経験年数

５年未満

５～10年未満

10～15年未満

１５～20年未満

２０年以上

職種・校務分掌

教諭

教諭（教務主任）

教諭（研究主任）

養護教諭

教頭

校長

331

342

198

151

32.4

33.5

19.4

14.8

242

309

207

169

26.1

33.3

22.3

18.2

３．結果

表１に分析対象の属性割合を示した。学校所

在地別にみた教員割合は学校数の多い中頭地区

および那覇地区の割合が、平成13年度において

33.5％、32.4％ｗまた、平成14年度では33.3％、

26.1％と多かった。性別では平成13年度および

平成14年度とも女性教員が62.5％および63.5％

と多かった。

校種に関しては、小学校の割合が平成13年度

においては50.0％、平成14年度においては46.9

％と多かった。年齢層では平成13年度、平成１４

年度の順（以下同様）に20歳代が33.3％、２６．１

％、３０歳代が31.8％、34.5％、４０歳代が26.2％、

22.5％、５０歳代が23.4％、21.6％であった。教

職経験年数は5年未満が19.5％、20.6％、５～１０

年未満が16.7％、18.3％、１０～15年未満が18.7

％、17.4％、１５～20年未満が12.0％、12.3％、

20年以上が33.1％、31.4％であった。職種・校

務分掌に関しては、平成13年度において87.4％、

平成14年度では85.3％と教諭が多かった。

表２は小学校・中学校・高等学校における年

度別の「総合的学習」に関する実施状況（時間

数.校務分掌・実施パターン・テーマ課題設定

の主体者）を示した。時間割上の時間に関して、

平成13年度においては小学校では57.4％、中学

校では71.9％と２時間程度が最も多かった。し

かしながら、平成１４年度においては小学校では

89.4％と３時間程度以上が最も多かったのに対

し、中学校では77.7％と平成13年度に引き続き

２時間程度が最も多かった。高等学校では、平

成13年度、平成14年度においてそれぞれ０－１

38137.5

63562.5

33536.5

58463.5

510

333

176

１

50.0

32.6

17.3

01

432

321

166

３

46.9

34.8

18.0

0.3

183

325

268

239

８

17.9

31.8

26.2

23.4

０．８

182

309
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193

１０
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34.5
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11

'97
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表
２
小
・
中
・
高
等
学
校
に
お
け
る
年
度
別
の
「
総
合
的
な
学
習
の
時
間
」
に
関
す
る
実
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状
況
（
時
間
数
、
校
務
分
掌
、
実
施
パ
タ
ー
ン
、
テ
ー
マ
・
課
題
股
定
）

学
校

高
等
学
校

中
枝

学
小

平
成
1
3
年
度
平
成
1
4
年
度

平
成
1
3
年
度
平
成
1
4
年
度

平
成
1
3
年
度
平
成
1
4
年
度

ｎ
％
ｎ
％
x
２
ｐ
、
％
、
％
x
２
ｐ
ｎ
％
、
％
Ｘ
２
ｐ

時
間
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上
の
時
間

０
－
１
時
間
程
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２
時
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程
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時
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以
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実
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実
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時
間

０
－
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程
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時
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既
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総
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設
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の
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定
時
間

あ
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時
期
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れたが、小学校では有意な関連性がみられなかっ

た（中・高等学校：ｐ＜0.01)。

表３は平成13年度および平成１４年度における

校種別の「総合的学習」に関する実施状況（形

態・内容・評価方法）を示した。実施した学習

形態に関して、小学校においては両年度とも他

校種に比べ、「個（69.8％、64.3％)、同じクラ

スでのグループ学習（961％、97.4％)、クラ

ス一斉（781％、81.2％)、学年合同（82.9％、

82.1％)」の割合が最も多かった。また、中学

校においては両年度とも他校種に比べ、「違っ

たクラスのグループ学習」が最も多い割合

(80.1％、８４０％）であった。

高等学校においては、両年度とも他校種に比

べ、全学年合同が最も多い割合（546％、

52.1％）であった。「異学年合同」については、

平成13年度は小学校が他校種に比べ最も多い割

合（17.1％）であったのに対し、平成14年度は

高等学校が他校種に比べ最も多い割合

(37.0％）を示した。独立性検定の結果、平成

13年度においては、異学年合同を除く、校種と

学習形態の各カテゴリ間に有意な関連性が認め

られた。また、平成14年度においては校種と学

習形態のすべての各カテゴリ間に有意な関連性

が認められた。

実施した指導形態に関して、小学校において

は両年度とも他校種に比べ「学級担任のみ

(88.6％、92.9％)、ボランティアも交えて(82.7

％、80.4％)」の割合が最も多かった。また、

中学校においては両年度とも他校種に比べ「学

年の教員全員」が最も多い割合（94.7％、

91.1％）であった。高等学校においては、両年

度とも他校種に比べ「複数の教員」が最も多い

割合（72.4％、80.5％）を示した。「専科教員

を交えて」は、平成13年度においては小学校

(53.2％）が、平成14年度に関しては高等学校

(54.8％）が他校種に比べ最も多い割合であっ

た。独立性検定の結果、両年度とも校種と指導

形態のすべての項目の間に有意な関連性が認め

られた。

実施した内容に関して、小学校においては両

年度とも他校種に比べ、「国際理解（63.9％、

実質実施時間数に関して、平成13年度におい

ては小学校では60.5％、中学校では70.0％と２

時間程度が最も多かった。しかしながら、平成

14年度においては小学校では77.4％と３時間程

度以上が最も多かったのに対し、中学校では

79.7％と２時間程度が最も多かった。高等学校

では平成13年度、平成14年度においてそれぞれ

０－１時間程度が91.4％、94.5％と最も多かっ

た。独立性検定の結果、小学校および中学校に

おいて年度と実質時間数の各カテゴリ間に有意

な関連性が認められたが、高等学校では有意な

関連性がみられなかった（小・中学校：ｐ＜

0.001)。

学校内における指導体制づくりすなわち校務

分掌に関しては、すべての校種において平成１３

年度および平成14年度とも「総合担当を新設」

の割合が最も多かった。独立性検定の結果、小

学校において年度と校務分掌の各カテゴリ間に

有意な関連性が認められたが、中・高等学校で

は有意な関連性がみられなかった（小学校：ｐ

＜0.05)。

実施パターンに関して、小学校および高等学

校においては平成13年度および平成14年度とも

｢毎週一定時間に実施」と「ある時期にまとめ

て実施」の併用が最も多い割合であったのに対

し、中学校では44.2％、51.0％と「毎週一定時

間に実施」の割合が最も多かった。独立性検定

の結果、小学校および中学校において年度と実

施パターンの間に有意な関連性が認められたが、

高等学校では有意な関連性がみられなかった

(小学校：ｐ＜0.001、中学校：ｐ＜0.01)。

テーマ課題設定の主体者に関して、小・中学

校においては平成13年度および平成14年度とも

｢テーマは教師が決め、課題は子どもが設定す

る」が最も多い割合であった。他方、高等学校

では平成13年度において43.8％と「教師がテー

マ課題とも設定する」が最も多かったのに対し、

平成14年度においては32.5％で「テーマは教師

が決め、課題は子どもが設定する」が最も多い

割合であった。独立性検定の結果、中学校およ

び高等学校において年度とテーマ・課題設定の

主体者の各カテゴリ間に有意な関連性が認めら

－４０－
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よび両年度の実施状況について報告した。ここ

ではまず、研究の外的妥当性について考察する。

本研究の標的集団は沖縄県本島の小・中・高等

学校教員であることから、サンプルがこれを代

表しているか否かが問われる。官庁統計?)に

よると、学校所在地別にみた教員割合は国頭

11.4％、中頭30.4％、那珊27.8％、島尻17.6％、

本島以外12.9％で中頭や那覇の割合が多く、小・

中・高等学校を混みにした性別割合は、女性教

員が62.7.％と多いことが示されている。また、

小・中・高等学校の教員割合（高等学校につい

ては、全日制普通科のみ）は、それぞれ47.7％、

33.3％、19.0％である。したがって、学校所在

地、性別および校種別割合は本対象の割合とほ

ぼ同様の値を示したと判断できよう。さらに、

平成14年度の沖縄県教育委員会調べによる非常

勤講師を含まない本務教員の年齢構成は、２０歳

代が4.3％、３０歳代が33.2％、４０歳代が30.6％、

50歳代が32.5％と20歳代が少なくなっているが、

いわゆる非常勤調師については20歳代の割合が

きわめて高く、全体としてみれば非常勤講師を

も対象とした本対象の割合に近い値を示すと推

察される。さらに、同官庁統計によれば、職務

に関して研究主任や教務主任を含む教諭の割合

が85.7％、養護教諭が4.9％、教頭が５０％、校

長が4.4％の割合になっている。本調査の対象

者の割合と比較すると養護教諭と校長の割合が

やや少ないが、これらはもともと全体に対する

割合が少ないため、サンプリングが偏ったとは

言えないだろう。本研究では層別クラスターサ

ンプリングにより無作為に学校を抽出しており、

層とした学区の教員割合が既存統計と概ね一致

していただけではなく、男女割合もほぼ等しく、

年齢構成や職務に関しても偏りがみられないと

判断されることから、本対象は総じて沖縄県の

小・中・高等学校教員を代表していると考えら

れる。

次に時間割上や実質の実施時間数について校

種間を比較すると、もともと小・中学校の標準

授業時数が多いことや導入時期が高等学校に比

べて早いこともあり、全体でみると小・中学校

では時間数が確保されていると言えよう。実質

68.5％)、情報（90.3％、95.1％)、福祉（63.4

％、67.5％)、英語（62.5％、89.9％)」の割合

が最も多かった。また、中学校においては両年

度とも他校種に比べ「自学」が最も多い割合

(28.8％、39.8％）であった。高等学校におい

ては、両年度とも他校種に比べ「健康（65.0％、

61.5％)、人権（60.2％、44.7％)、生き方（73.0

％、74.5％)、進路（89.1％、93.0％)」の割合

が最も多かった。「環境」は平成13年度におい

ては高等学校（78.9％）で、平成14年度に関し

ては小学校（75.4％）で他校種に比べ最も多い

割合であった。また、「沖縄文化」は平成13年

度においては中学校（62.0％）で、平成14年度

に関しては高等学校（67.6％）において他校種

に比べ最も多い割合であった。「平和学習」は

平成13年度においては小学校（67.7％）で、平

成14年度に関しては高等学校（79.8％）で他校

種に比べ最も多い割合であった。「地域学習」

は平成13年度においては小学校（83.5％）で、

平成14年度に関しては中学校（809％）におい

て他校種に比べ最も多い割合であった。独立性

検定の結果、平成13年度においては沖縄文化と

自学を除き校種と各内容の間に有意な関連性が

認められた。同様に、平成14年度においては環

境、福祉、沖縄文化、地域学習、人権を除き校

種と内容の各カテゴリ間に有意な関連性が認め

られた。

用いた評価方法に関して、両年度とも外部評

価を除くすべての項目で小学校の割合「自己評

価（85.1％、88.8％)、相互評価（69.9％、６３．１

％)、教師評価（86.4％、94.8％)、保護者評価

（21.7％、12.9％)、ポートフオリオ評価（65.2

％、59.5％)」が最も多かった。外部評価につ

いては両年度とも高等学校が最も多い割合

（24.8％、２５２％）であった。独立性検定の結

果、平成13年度の外部評価を除き校種と評価の

各カテゴリ間に有意な関連性が認められた。

４．考察

本報では平成13年度および平成14年度におけ

る総合的学習の実施状況に関して１年間の短期

的な諸相の変化を検討するため、対象の属性お

－４２－



校教員は総合的学習の全般に対して積極的な肯

定反応があらわれたのに対しも中・高等学校と

発達段階が大きくなる校種につれてその出現率

が低かったと報告しているが、今回の結果から

平成14年度に関してもこの報告と同様の傾向で

あったと考えられる。

校務分掌に関する独立性検定の結果をみると、

小学校のみが年度と各カテゴリ間に有意な関連

性を示している。総合的学習の完全実施は校務

分掌の設定に何らかの影響を及ぼしたと考えら

れるが、平成14年度において「総合担当を新設」

の割合が増加していることから、完全実施によ

り校務分掌中に新たに総合的学習の担当を設け

た学校が増えたと推察される。実施パターンに

関する独立性検定の結果は、小・中学校で年度

と各カテゴリ間に有意な関連性が認められ、完

全実施後は「ある時期にまとめて」の割合が減

少したのに対し、「毎週一定時間」の割合が増

加しており、毎週一定時間に活動する傾向が強

くなったと考えられる。2002年度当初は新学習

指導要領中に総合的学習の年度計画に関するこ

とは記述されていなかったが、完全実施によっ

て各学校独自にある程度の活動計画が作成され

たことを示唆していよう。すなわち小・中学校

においては新学習指導要領の完全実施により従

前よりも総合的学習の計画性が充実したことに

なる。

誰が主体となってテーマおよび課題の設定を

しているのかについて、独立性検定の結果およ

びその出現率からみて中・高等学校においては

平成14年度の方が生徒側を主体とする傾向になっ

ているのが判明した。本来、総合的学習は「子

ども自ら課題を設定する」ことがねらいの一つ

になっており、平成14年度になって中・高等学

校においても教員主体から子ども主体の教育観

に変化していることがうかがえる。前原らIC）

は、総合的学習において子どもの側にテーマや

課題設定を選択させる教師ほど総合的学習の指

導効果を感じていたと報告するとともに、総合

的学習に焦点をしぼった新しい指導組織のもと

で、児童生徒の主体性を重視した授業を行うこ

とが、総合的学習の導入効果を高めるために必

的な実施時間数だけをみると小学校では、平成

13年度において２時間程度が60.5％で最も多い

割合であったのに対し、平成14年度においては

３時間程度以上が77.4％となっており、総合的

学習の完全実施により学校教育法施行規則に定

められた年間105～110時間という授業時数を約

８割の小学校が確保したことになる。しかし別

の見方をすれば完全実施以後も約２割が標準授

業時数に達していないことになり総合的学習の

実施状況に関する－つの問題点としてクローズ

アップされよう。また、中学校においては両年

度とも各々70.0％、79.7％と２時間程度以上が

最も多い割合を示し、さらに平成14年度に関し

ては３時間程度以上も17.7％あり、これらは年

間70～130時間の標準授業時数とほぼ一致した

時間数であり、中学校の実施時間数に関しては

ほとんどの学校で学校教育法施行規則の基準を

満たしているのが明らかになった。小学校の場

合は学級担任制であり、比較的学級担任の裁量

で時間を変更することが可能である。一方、教

科担任制である中学校の場合は、教師間の時間

の融通が困難8)というデメリットがあげられ

るが、逆にみれば指導計画を遵守するという傾

向が強く、中学校の方がほぼ標準授業時数に近

い結果になったと考えられる。他方、高等学校

においては時間割上の時間数および実質実施時

間数ともほぼ90％以上の教員が０－１時間程度

と回答しており、卒業までに105～210単位時間

とする標準授業時数には及んでいないことが判

明した。導入時期が小・中学校に比べて遅いこ

とや順次導入されるという高等学校の特殊性を

考慮することができるものの全体的には低調な

滑り出しであったと判断することが妥当であろ

う。また、実質実施時間に関する独立性検定の

結果は、高等学校のみが年度と時間数の各カテ

ゴリ間に有意な関連性を示しておらず、平成１４

年度は完全実施の前年度にもかかわらず、高等

学校の総合的学習に対する取り組みが１年前と

比べてあまり変化していないことを示唆してい

るのであろう。小・中・高等学校に対する平成

13年度の横断的調査における総合的学習に関す

る教員の意識調査について小林ら，)は、小学
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において他校種と比べ出現率が大きく、高等学

校の一つの特徴としてあげられる。加えて、高

等学校の場合は発達段階に応じた内容を工夫し

て取り入れており、小学校のように学年による

発達段階の差が少ないため、積極的に学年の壁

をとりはらって総合的学習を実施していること

が明らかになったと言えよう。

平成13年度から平成14年度の１年間における

短期的な変化に関して、小学校では「英語」の

割合が大きく増加（62.5％から89.9％）したこ

と。また、中学校では、内容の13項目中12項目

において平成14年度の方が出現率は大きくなっ

ており、内容に関する充実ぶりが特筆すべき変

化といえよう。さらに、高等学校では、学習形

態に関して７項目中５項目において平成１４年度

の方が出現率は大きくなっており、これらから

特徴的な変化としてあげることができる。

要であると述べている。したがって、校務分掌

と課題設定に関する本研究結果は、総じて総合

的学習の充実に向けた方向性であることを示唆

していよう。

表３の独立性の検定結果をみると、両年度と

も多くの項目で校種と各カテゴリ間に有意な関

連性が認められているが、相対的な出現率の大

小および増減から各校種の特徴や変化が浮き彫

りになっている。例えば平成13年度においては

年度と各カテゴリの間に有意な関連性が認めら

れた28項目中18項目（平成14年度においては２６

項目中14項目）で小学校の出現率が最も大きく、

よって学習形態および指導形態、内容、評価方

法に関しては、他校種と比較して総じて小学校

が充実していることがうかがえる。この結果は

総合的学習の試行期間がはじまる前年度に小・

中学校教員を対象とした意識調査を実施し、中

学校では総合的学習に対する準備状況が進んで

いないと指摘した香西らＩＤの研究や総合的学

習に関する小・中学校の教師に対して行ったア

ンケート調査から、小学校は積極的で中学校は

消極的と結論づけた報告'2)とほぼ一致する。

このように全体的な充実ぶりは小学校の特徴と

してとらえられるが、中学校の特徴である「違っ

たクラスの生徒とのグループ学習」や「学年の

教員全員での指導」に関しては明らかに教科担

任制の影響が及んでいるものと考えられよう。

しかしながら、総合的学習が小学校に比して進

んでいない中・高等学校において「自学」の割

合が多かったことについては、発達段階の適時

制の問題もあり小学校よりもその割合は多くな

ると考えられるが、厳しい見方をすれば容易に

総合的学習を展開しうる「自学」を中・高等学

校の教員が選択したとも推察されよう。したがっ

て、今後の課題として中・高等学校における

「自学」の質に関する検証を行っていく必要が

あろう。

高等学校に関しては、試行期間ということも

あり小・中学校と比較して総じて消極的である

と言わざる終えないが、「全学年合同」の学習

形態や「複数の教員」での指導形態および内容

に関しては「健康」「人権」「生き方」「進路」

５．まとめ

（１）完全実施により総合的学習の標準授業時

数を約８割の小学校が確保したことになる。

また、教科担任制である中学校の場合は、

97.4％の割合でその基準を満たしているの

が明らかになった。しかしながら高等学校

においては完全実施前であるが、授業時数

からみて全体的に低調な滑り出しであった

と判断される。

（２）完全実施により小学校では校務分掌中に

新たに「総合的学習の担当」が設けられた

学校が増えたと考えられる。

（３）実施パターンに関して「ある時期にまと

めて」が減少し、「毎週一定時間」に実施

する割合が増加したことから、小・中学校

においては従前よりも総合的学習の計画性

が充実したことが示唆された。

（４）中・高等学校においては平成14年度になっ

て総合的学習の「テーマ・課題設定」につ

いて子ども側を主体とする傾向が強くなっ

ているのがみられ、本来の総合的学習のね

らいに即した方向性に向かっていると考え

られる。

（５）先行研究と同様、学習形態および指導形
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態、内容、評価方法に関しては、他校種と

比較して総じて小学校が充実していること

がうかがえる。また、小学校では完全実施

前年度からの１年間で「英語」を内容とす

る学校が増加した。同様に中・高等学校で

は「自学」を実施する学校が増加している。

中学校の特徴として「違ったクラスの生徒

とのグループ学習」や「学年の教員全員で

の指導」と同時に完全実施以後の内容に関

する充実ぶりがあげられる。高等学校に関

して本調査時期は試行期間ということもあ

り小・中学校と比較して総じて消極的であ

るが、「全学年合同」の学習形態や「複数

の教員」での指導形態および内容に関して

は「健康」「人権」「生き方」「進路」にお

いて他校種と比べその出現率が大きかった。

念正昭２００３「総合的な学習の時間」に関

する意識調査：沖縄県本島小・中・高等学校

教員を対象として琉球大学教育学部紀要

62,267-283.

10）前原武子・竹村明子・小林稔２００４沖

縄県小学校教師による「総合的学習の時間」

の認知された導入効果琉球大学教育学部教

育実践総合センター紀要11,109-116.

11）香西武・坂本晃章・日垣正典・畠山知恵・

森三鈴・西村宏・森田守・小澤大成

２００１「総合的な学習の時間」に対する小・

中学校教員の意識差鳴門教育大学研究紀要

（自然科学編）16,1-11,

12）相模原市教育研究所１９９９「２１世紀の学

校の青写真を描くために」調査報告書相模

原市教育委員会

付記

本研究の資料収集にご協力してくださいまし

た沖縄県内の小・中・高等学校教員の皆様に心

よりお礼申し上げます。
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